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(57)【要約】
【課題】加圧により電気的特性が変化する感圧部材を用
いて加圧検知を行う場合であっても、センサ誤動作の発
生を抑制することができるようにする。
【解決手段】加圧を検知する圧力センサであって、被検
出箇所に装着される装着部分を有して構成され、前記装
着部分は、領域分割されて感圧領域３５と非感圧領域３
６とを備えており、前記感圧領域３５は、加圧により電
気的特性が変化する感圧部材を用いて加圧検知を行うよ
うに構成されており、前記非感圧領域３６は、当該非感
圧領域３６を挟んで隣り合う前記感圧領域３５同士を連
結するとともに、各領域３５，３６の並び方向に伸縮性
を有して構成されている。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加圧を検知する圧力センサであって、
　被検出箇所に装着される装着部分を有して構成され、
　前記装着部分は、領域分割されて感圧領域と非感圧領域とを備えており、
　前記感圧領域は、加圧により電気的特性が変化する感圧部材を用いて加圧検知を行うよ
うに構成されており、
　前記非感圧領域は、当該非感圧領域を挟んで隣り合う前記感圧領域同士を連結するとと
もに、各領域の並び方向に伸縮性を有して構成されている
　圧力センサ。
【請求項２】
　前記装着部分は、環状に形成されているとともに、周方向に領域分割されて前記感圧領
域と前記非感圧領域とを備えており、
　前記非感圧領域は、周方向に伸縮性を有して構成されている
　請求項１に記載の圧力センサ。
【請求項３】
　一方向に延びる第１電極と、
　圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変化する弾性体と、
　前記一方向と交差する方向に延びる第２電極と、
　が順に積層されてなる積層体を備え、
　前記弾性体が前記感圧部材を構成し、
　前記積層体が前記感圧領域を構成する
　請求項１または２に記載の圧力センサ。
【請求項４】
　前記第１電極は、前記感圧領域と前記非感圧領域とを通じて延びるリング状に構成され
るとともに、前記非感圧領域の部分では前記挿入部の周方向への伸縮性を付与する連結形
状に形成される請求項３に記載の圧力センサ。
【請求項５】
　所定の間隔で配列された複数の導電性糸を有する異方導電性布を備え、
　前記異方導電性布における前記導電性糸が前記第２電極を構成する
　請求項３または４に記載の圧力センサ。
【請求項６】
　前記異方導電性布は、前記第２電極を構成する前記導電性糸が前記感圧領域に対応する
位置のみに配置されたものである請求項５に記載の圧力センサ。
【請求項７】
　前記第１電極は、前記挿入部の軸方向に沿って延びる複数の直線部分を有するとともに
、前記複数の直線部分を繋ぎ合わせることで全体としてリング状を構成し、
　前記直線部分が前記感圧領域に配置され、
　前記直線部分を繋ぎ合わせる部分が前記非感圧領域に配置される
　請求項４に記載の圧力センサ。
【請求項８】
　前記装着部分は、平面状に形成されている
　請求項１に記載の圧力センサ。
【請求項９】
　被術者の体内に挿入する挿入部を有した手術用器具であって、
　請求項１から８のいずれか１項に記載の圧力センサを備えるとともに、
　前記挿入部に前記被検出箇所が配されており、当該被検出箇所に前記装着部分が装着さ
れている
　手術用器具。
【請求項１０】
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　前記手術用器具は、前記挿入部が屈曲するように構成された内視鏡スコープである
　請求項９に記載の手術用器具。
【請求項１１】
　前記内視鏡スコープにおける前記挿入部は、先端部と、操作部の操作に応じて屈曲する
湾曲部と、軟性部とが連なるように構成されており、
　前記圧力センサは、前記先端部、前記湾曲部、前記軟性部のいずれかの箇所、またはこ
れらの複数箇所に装着される
　請求項１０に記載の手術用器具。
【請求項１２】
　請求項９から１１のいずれか１項に記載の手術用器具と、
　前記手術用器具に装着された前記圧力センサからの検出信号を取得して処理する制御部
と、
　前記制御部による信号処理結果を出力する信号出力部と、
　を備える手術用装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、手術用器具に用いられる圧力センサ、その圧力センサを備えた手術用器具、
および、その手術用器具を備えて構成された手術用装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、手術用器具の一つとして、消化器系の内視鏡検査に用いられる内視鏡スコープが
知られている。内視鏡スコープとしては、被術者（内視鏡検査の被検者）の体内に挿入さ
れる挿入部の先端部分に圧力センサを装着して、その先端部分に加わる外力を圧力センサ
により検出することで、その外力の大きさを術者（内視鏡スコープの操作者）に提示でき
るようにしたものがある（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１２／１５３７０３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述した従来構成では、以下に述べる理由により、圧力センサの誤動作
が生じるおそれがある。
【０００５】
　上述した従来構成において、圧力センサは、印加圧力に応じて抵抗値が変化する感圧部
材（具体的には、例えば導電材を含む感圧エストラマ等の感圧式導電性ゴム）を利用して
構成されたものであるが、その感圧部材が印加圧力を検知すべき箇所（すなわち被検出箇
所）の全域にわたって連続して配置されている。そのため、例えば、圧力センサの一部分
に強い圧力が局所的に作用すると、その加圧の影響が当該一部分と連続する他の箇所にも
及んでしまい、圧力が作用していない部分でも感圧部材の抵抗値変化を検出する、といっ
たセンサ誤動作が生じてしまうことがあり得る。
【０００６】
　また、圧力センサの装着箇所（すなわち被検出箇所）には、変形が生じることも考えら
れる。例えば、内視鏡スコープの挿入部の屈曲箇所では、その屈曲前後で、挿入部の外形
が変化することがあり得る。このような被検出箇所の変形に対しては、感圧部材が被検出
箇所の全域にわたって連続して配置されていると、その変形に感圧部材が追従することが
できず、その変形の影響でセンサ誤動作が生じてしまうことがあり得る。
【０００７】
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　そこで、本発明は、加圧により電気的特性が変化する感圧部材を用いて加圧検知を行う
場合であっても、センサ誤動作の発生を抑制することができる圧力センサ、手術用器具お
よび手術用装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、上記目的を達成するために案出されたものである。
（本発明の一態様）
　本発明の一態様は、
　加圧を検知する圧力センサであって、
　被検出箇所に装着される装着部分を有して構成され、
　前記装着部分は、領域分割されて感圧領域と非感圧領域とを備えており、
　前記感圧領域は、加圧により電気的特性が変化する感圧部材を用いて加圧検知を行うよ
うに構成されており、
　前記非感圧領域は、当該非感圧領域を挟んで隣り合う前記感圧領域同士を連結するとと
もに、各領域の並び方向に伸縮性を有して構成されている
　圧力センサである。
（本発明の他の一態様）
　本発明の他の一態様は、
　被術者の体内に挿入する挿入部を有した手術用器具であって、
　上記一態様に記載の圧力センサを備えるとともに、
　前記挿入部に前記被検出箇所が配されており、当該被検出箇所に前記装着部分が装着さ
れている
　手術用器具である。
（本発明のさらに他の一態様）
　本発明のさらに他の一態様は、
　上記他の一態様に記載の手術用器具と、
　前記手術用器具に装着された前記圧力センサからの検出信号を取得して処理する制御部
と、
　前記制御部による信号処理結果を出力する信号出力部と、
　を備える手術用装置である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、圧力センサが加圧により電気的特性が変化する感圧部材を用いて加圧
検知を行う場合であっても、センサ誤動作の発生を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明に係る内視鏡スコープおよび内視鏡装置の概略構成例を模式的に示す説明
図である。
【図２】内視鏡スコープの湾曲部の屈曲態様の一具体例を示す説明図である。
【図３】本発明に係る圧力センサの一具体例の構成要素を模式的に示す説明図（その１）
であり、環状部分の構成例を示す図である。
【図４】本発明に係る圧力センサの一具体例の構成要素を模式的に示す説明図（その２）
であり、第１ガイド部および第２ガイド部の構成例を示す図である。
【図５】本発明に係る圧力センサの一具体例の構成要素を模式的に示す説明図（その３）
であり、変形抑制部材の構成例を示す図である。
【図６】本発明に係る圧力センサの一具体例の構成要素を模式的に示す説明図（その４）
であり、圧力感応部の構成例を示す図である。
【図７】本発明に係る圧力センサの一具体例の構成要素の製造手順を示す説明図である。
【図８】内視鏡スコープの挿入部に装着された圧力センサに対するセンサ負荷状態の一例
を模式的に示す説明図である。



(5) JP 2017-83351 A 2017.5.18

10

20

30

40

50

【図９】本発明に係る圧力センサの他の具体例の構成要素を模式的に示す説明図であり、
感圧部材の領域分割の構成例を示す図である。
【図１０】本発明に係る圧力センサの他の具体例の構成要素の製造手順を示す説明図（そ
の１）である。
【図１１】本発明に係る圧力センサの他の具体例の構成要素の製造手順を示す説明図（そ
の２）である。
【図１２】本発明に係る圧力センサの他の具体例の構成要素の製造手順を示す説明図（そ
の３）である。
【図１３】本発明に係る圧力センサの構成要素の変形例を模式的に示す説明図（その１）
であり、第１電極の変形例を示す図である。
【図１４】本発明に係る圧力センサの構成要素の変形例を模式的に示す説明図（その２）
であり、領域分割の変形例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面に基づき本発明に係る圧力センサ、手術用器具および手術用装置について説
明する。なお、ここでは、手術用器具の一例である内視鏡スコープおよび手術用装置の一
例である内視鏡装置を例に挙げて、以下の説明を行う。
【００１２】
（１）内視鏡スコープおよび内視鏡装置の概略構成
　先ず、内視鏡スコープおよび内視鏡装置について、大腸内を撮像するように構成された
ものを例に挙げて説明する。
　図１は、内視鏡スコープおよび内視鏡装置の概略構成例を模式的に示す説明図である。
【００１３】
（内視鏡装置）
　本実施形態で説明する内視鏡装置１は、内視鏡スコープ２と、制御本体部３と、モニタ
部４と、を備えて構成されている。
【００１４】
（内視鏡スコープ）
　内視鏡スコープ２は、被術者（内視鏡検査の被検者）の体内に挿入される挿入部１０と
、挿入部１０の屈曲操作等を術者（内視鏡スコープ２の操作者）が行うための操作部２０
と、を備えている。また、内視鏡スコープ２の挿入部１０には、詳細を後述するように、
圧力センサ３０が装着されている。
【００１５】
　挿入部１０は、樹脂材料からなる外皮によって被覆された長尺管状のもので、その先端
側から先端部１１、湾曲部１２および軟性部１３が順に配されて構成されている。具体的
には、挿入部１０は、例えば、６～１３ｍｍ程度の管外周径を有し、先端から５０ｍｍ程
度までの範囲に先端部１１が配され、さらにそこから５０～１００ｍｍ程度までの範囲に
湾曲部１２が配され、全長が１０００ｍｍ程度となるように構成されたものが一般的であ
る。
【００１６】
　先端部１１の端面には、少なくとも投光部および画像取得部（ただし、いずれも不図示
）が設けられている。そして、投光部から照射した光が腸壁で反射され、その反射光を画
像取得部で受光することにより、腸内画像を取得するように構成されている。投光部とし
ては、制御本体部３の光源からの光を導くように挿入部１０内に配されたライトガイドや
、先端部１１に配された発光素子（例えばＬＥＤ）等、の公知の構成を使用し得る。また
、画像取得部の構成は、特に限定されないが、先端部１１に設けられた対物レンズで腸壁
からの反射光を集光し、この光を対物レンズの結像位置に配置された撮像素子（例えばＣ
ＣＤ）によって受光し、そこで得られた画像信号を挿入部１０内に設けられた信号線を通
じて制御本体部３に送る構成のものが一例として挙げられる。なお、先端部１１の端面に
は、投光部および画像取得部の他に、処置具の出し入れと吸引口を兼ねた鉗子口（ただし
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不図示）や、水や空気を送り出すノズル（ただし不図示）等が設けられていてもよい。
【００１７】
　湾曲部１２は、操作部２０の操作に応じて屈曲するように構成された部分である。さら
に詳しくは、湾曲部１２は、その内部に間接コマ（ただし不図示）が配されているととも
に、その間接コマが挿入部１０内を通るワイヤ（ただし不図示）によって操作部２０と連
結されている。このような構成により、湾曲部１２は、操作部２０での操作内容に応じて
、アップアングル、ダウンアングル、レフトアングル、ライトアングル等の各方向に屈曲
し得るようになっている。また、屈曲する量（曲率）についても、操作部２０での操作内
容次第で調整し得るようになっている。
【００１８】
　軟性部１３は、湾曲部１２に連なる部分で、信号線やワイヤ等を内包しつつ、屈曲可能
な柔軟性（可撓性）を有して構成されたものである。ただし、軟性部１３は、操作部２０
の操作に応じて屈曲する湾曲部１２とは異なり、能動的な屈曲を実現可能とする機能は有
していない。すなわち、軟性部１３は、周囲の状況（例えば、大腸の腸管形状）に応じて
受動的に屈曲し得るものに過ぎない。
【００１９】
（制御本体部）
　制御本体部３は、例えばＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯＭ等を組み合わせて構成されたコンピュ
ータ装置からなるもので、予めインストールされている所定プログラムを実行することで
、内視鏡スコープ２を含む内視鏡装置１全体の動作制御を行うものである。具体的には、
制御本体部３は、内視鏡スコープ２の先端部１１の投光部から光を照射するように動作指
示を与えたり、その先端部１１の撮像素子で得られた画像信号を受け取って必要な画像処
理や記録処理等を行ったりする。
【００２０】
　また、制御本体部３は、内視鏡スコープ２の挿入部１０に装着された圧力センサ３０か
らの検出信号を取得して処理することで、その圧力センサ３０に対する加圧量や加圧位置
等を認識し得るようになっている。つまり、制御本体部３は、内視鏡スコープ２に装着さ
れた圧力センサ３０からの検出信号を取得して処理する「制御部」としての機能をも有し
ている。
【００２１】
（モニタ部）
　モニタ部４は、例えば液晶ディスプレイ等の表示装置からなるもので、主として内視鏡
スコープ２で取得された画像を術者（内視鏡スコープの操作者）に対して表示出力するも
のである。
【００２２】
　また、モニタ部４は、圧力センサ３０からの検出信号についての制御本体部３での信号
処理結果を出力するようになっている。つまり、モニタ部４は、圧力センサ３０でのセン
サ検知結果に対する制御本体部３での信号処理結果を出力する「信号出力部」としての機
能をも有している。この出力結果を参照することで、術者は、圧力センサ３０に対する加
圧量や加圧位置等がどのような状態であるかを把握し得るようになる。この信号出力は、
モニタ部４の表示画面上において、内視鏡スコープ２で取得された画像に重ねて行うこと
が考えられるが、必ずしもこれに限定されることはない。例えば、モニタ部４の表示画面
に付設されたインジケータ部を利用した光の表示出力によって行ってもよい。また、この
信号出力は、視覚によって認識できる画像または光の表示出力に限定されることはなく、
聴覚によって認識できる音出力、触覚によって認識できる振動出力、またはこれらを適宜
組み合わせたものによって行ってもよい。より具体的には、液晶ディスプレイ等の表示装
置に加えて、または液晶ディスプレイ等の表示装置とは別に、ランプ、警報ブザー、バイ
ブレーションシステム等を利用して、センサ検知結果の出力を行うことが考えられる。
【００２３】
　ただし、いずれの出力態様の場合であっても、モニタ部４は、圧力センサ３０が検知し
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た圧力の大きさを識別可能な態様で出力するものであることが望ましい。例えばモニタ部
４が光の表示出力を行う場合であれば、圧力センサ３０が検知した圧力の大きさに応じて
表示レベルが可変するような態様でセンサ検知結果の出力を行うことが考えられる。また
、これに限られることはなく、ディスプレイの表示内容、ランプの数・輝度・色、ブザー
音量、バイブ振動強さ・振動周期等を、検知圧力の大きさに応じて適宜可変させながら、
センサ検知結果の出力を行うようにしてもよい。
【００２４】
（内視鏡装置の使用態様）
　ここで、以上のような構成の内視鏡装置１の使用態様について簡単に説明する。
【００２５】
　内視鏡装置１は、内視鏡スコープ２の挿入部１０を被術者（内視鏡検査の被検者）の体
内に挿入して使用する。挿入部１０の挿入は、例えば、被術者の肛門から大腸へ向けて行
う。このとき、大腸や小腸等は屈曲した複雑な管路形状を有しているため、挿入部１０の
挿入にあたり、術者（内視鏡スコープの操作者）は、必要に応じて内視鏡スコープ２の操
作部２０を操作して挿入部１０の湾曲部１２を屈曲させながら、挿入部１０の押し込み操
作を行う。
【００２６】
　ただし、湾曲部１２を屈曲させながら挿入部１０の押し込み操作を行う場合には、その
屈曲箇所が体内組織（具体的には、例えば腸壁）と接触してしまうおそれがある。特に、
湾曲部１２の屈曲極点については、腸壁等との接触が生じ易い。「屈曲極点」とは、湾曲
部１２の屈曲の度合いが最も高まる点のことをいい、具体的には、屈曲箇所の曲率が最も
小さくなる点、または屈曲した際の頂点と見做せるような点が該当する。
　このような屈曲極点に代表される湾曲部１２の屈曲箇所の腸壁等との接触は、場合によ
っては腸管穿孔に繋がる可能性があり、その発生を未然に回避すべきである。しかしなが
ら、湾曲部１２の屈曲箇所は、挿入部１０の先端部１１で撮像可能な領域範囲から外れて
おり、術者の手に伝わる感触のみによって腸壁等との接触の有無を判断することが非常に
困難である。
【００２７】
　以上のことを鑑み、本実施形態で説明する内視鏡装置１の内視鏡スコープ２では、挿入
部１０における湾曲部１２、すなわち体内への挿入時に能動的に屈曲させることで屈曲箇
所となる部分に、腸壁等との接触による加圧を検知する圧力センサ３０が装着されている
のである。ただし、圧力センサ３０の装着箇所は、湾曲部１２のみに限定されるものでは
なく、先端部１１や軟性部１３等を含んでいてもよい。
【００２８】
（２）圧力センサの一具体例
　次に、内視鏡スコープ２の挿入部１０に装着される圧力センサ３０の一具体例について
説明する。
【００２９】
（圧力センサの概要）
　圧力センサ３０は、腸壁等の体内組織との接触による加圧を検知するものである。加圧
検知は、圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変化する弾性体からなる
感圧部材を利用して行う。つまり、圧力センサ３０は、感圧部材の電気的特性の変化を利
用して、加圧による圧力値の大きさを電気信号として取り出すように構成されている。こ
のような構成で加圧検知を行えば、センサ大型化を抑制しつつ簡素な構成で必要十分な感
度や分解能等が得られるようになり、内視鏡スコープ２の挿入部１０に装着する上で非常
に好適なものとなる。
【００３０】
　ところで、圧力センサ３０は、上述したように、挿入部１０の湾曲部１２に装着される
。したがって、圧力センサ３０は、湾曲部１２の屈曲に適切に対応し得るものでなければ
ならない。「屈曲に適切に対応し得る」とは、湾曲部１２の屈曲を阻害することなく当該
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湾曲部１２の屈曲箇所へのセンサ装着が可能であり、かつ、センサ装着状態にて湾曲部１
２の屈曲に起因するセンサ誤検出が生じないようにすることをいう。
【００３１】
　ここで、内視鏡スコープ２の湾曲部１２の屈曲態様について簡単に説明する。
　図２は、湾曲部の屈曲態様の一具体例を示す説明図である。
　内視鏡スコープ２の挿入部１０では、湾曲部１２が操作部２０の操作に応じて屈曲する
。このとき、挿入部１０を被覆する外皮が柔軟性を有していることから、屈曲箇所の内側
部分には、図２（ａ）に示すように、外皮の皺１０ａが発生することが経験的に知られて
いる。
　特に、近年では、図２（ｂ）に示すように、湾曲部１２が屈曲する際の最小曲率が小さ
くなる傾向にある。そのため、屈曲箇所の内側部分における外皮の皺１０ａの発生が、よ
り一層顕著なものとなる。具体的には、皺１０ａの発生が多くなり、そのサイズも大きい
ものとなる。
　このような皺１０ａの発生は、湾曲部１２の屈曲に起因するセンサ誤検出を招く要因と
なり得る。例えば、皺１０ａの発生によりその皺１０ａが圧力センサ３０を加圧してしま
うと、腸壁等の体内組織との接触ではないにも拘らず（すなわち、検知すべき加圧ではな
いにも拘らず）、そのことを圧力センサ３０が検知してしまう。
【００３２】
　このように、湾曲部１２は、屈曲すると、例えば皺１０ａの発生の影響で、その屈曲箇
所の外形形状が変形してしまう可能性がある。したがって、湾曲部１２に装着される圧力
センサ３０は、湾曲部１２に屈曲による変形が生じ得る場合であっても、その屈曲に適切
に対応し得るものである必要がある。
【００３３】
（圧力センサの基本的な構成例）
　以上のことを鑑み、ここで例に挙げて説明する圧力センサ３０は、以下に述べるように
構成されている。
　図３～６は、圧力センサの一具体例の構成要素を模式的に示す説明図である。
【００３４】
　図３に示すように、圧力センサ３０は、内視鏡スコープ２の挿入部１０における被検出
箇所（体内組織との接触を検知すべき箇所）に装着される装着部分３１と、その装着部分
３１から挿入部１０に沿って制御本体部３まで延びる信号線３２と、を有して構成されて
いる。
【００３５】
（環状の装着部分）
　装着部分３１は、加圧を検知するための圧力感応部（ただし不図示）を備えつつ、挿入
部１０の被検出箇所に装着されるように構成された部分であり、さらに詳しくは、挿入部
１０の被検出箇所の外周を全周にわたって囲う環状に形成された部分である。なお、ここ
でいう「環状」とは、圧力感応部が全周にわたって連続している必要はなく、圧力感応部
以外の構成部品も含めて装着部分３１が環状であれば、圧力感応部が周方向に分断されて
いるような構成も含む。以下、環状に形成された装着部分３１のことを単に「環状部分」
という。
【００３６】
　環状部分３１が装着される挿入部１０の被検出箇所としては、特に湾曲部１２の屈曲極
点が挙げられる。「屈曲極点」とは、湾曲部１２の屈曲の度合いが最も高まる点のことを
いい、具体的には、屈曲箇所の曲率が最も小さくなる点、または屈曲した際の頂点と見做
せるような点が該当する。このような屈曲極点は、尖り易い部分であり腸穿孔等を生じさ
せ易い部分だからである。なお、屈曲極点の具体的な位置は、内視鏡スコープ２の仕様に
よっても異なるが、例えば湾曲部１２の軸方向長さの中点付近に存在することが一般的で
ある。
【００３７】
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　このように、環状部分３１は、湾曲部１２（特に屈曲極点）の外周を全周にわたって囲
うように構成されている。ただし、環状部分３１は、湾曲部１２以外の先端部１１または
軟性部１３にも装着され得るものであってもよい。
【００３８】
　また、環状部分３１は、上述した被検出箇所への装着のために、当該環状部分３１の内
周が湾曲部１２の屈曲箇所に対応する大きさに形成されている。「屈曲箇所に対応する大
きさ」とは、「屈曲した状態」の湾曲部１２の周囲に装着可能な大きさのことをいう。し
たがって、湾曲部１２の屈曲極点への装着のためには、環状部分３１は、屈曲した状態の
屈曲極点の周囲に装着可能な大きさに形成されることになる。
【００３９】
　さらに詳しくは、「屈曲箇所に対応する大きさ」という概念には、後述する（イ）～（
ハ）の態様が包含される。具体的には、（イ）湾曲部１２の屈曲による変形を考慮しつつ
、変形が生じてもセンサ加圧が生じないように、湾曲部１２の外周よりも大きく設定され
た大きさ、（ロ）湾曲部１２に後述する変形抑制部材が装着されている場合であれば、当
該変形抑制部材の外周に相当する大きさ、（ハ）内視鏡スコープ２の挿入部１０の内部（
外皮の下）に皺等の回避機構が組み込まれている場合であれば、その回避機構を内包した
被覆部分の外周に相当する大きさ、の各態様が包含される。
　以下、これらの各態様について、具体的に説明する。
【００４０】
（上記（イ）の態様について）
　上記（イ）の態様の場合、環状部分３１の内周（図３中における寸法Ａ参照）は、湾曲
部１２の屈曲箇所に対応する大きさとして、当該湾曲部１２の非屈曲時の外周の大きさ（
図３中における寸法Ｂ参照）に対して所定の屈曲変化想定量を加味した大きさに形成され
る。「屈曲変化想定量」とは、湾曲部１２が屈曲したときに生じることが想定される当該
湾曲部１２の外径変化量であり、シミュレーション計算や実験結果（実測値）等に基づい
て内視鏡スコープ２毎（機種毎、型式毎等）に予め設定し得る量である。
【００４１】
　このように、環状部分３１の内周の大きさを湾曲部１２の非屈曲時よりも屈曲変化想定
量の分だけ大きくすれば、湾曲部１２の屈曲によりその外周部分に皺１０ａが寄って外径
が増大したような場合であっても、その増大後の外径に環状部分３１の内周の大きさがほ
ぼ合致することになる。つまり、湾曲部１２の屈曲により当該湾曲部１２の外径が増大す
るように変形しても、これにより圧力センサ３０の環状部分３１の内周側が加圧されてし
まうことがない。したがって、湾曲部１２が屈曲する場合であっても、これに起因するセ
ンサ誤検出等が生じるのを抑制できる。
【００４２】
　なお、上記（イ）の態様の場合においては、図４に示すように、環状部分３１に付随し
て、第１ガイド部３３と第２ガイド部３４のいずれか一方または両方を設けることが考え
られる。
【００４３】
　第１ガイド部３３は、一端が湾曲部１２の被検出箇所（センサ装着位置）よりも先端部
１１の側で挿入部１０の外周に取り付けられ、他端が湾曲部１２のセンサ装着位置にて環
状部分３１の外周に取り付けられ、一端から他端に向けて拡がるテーパ形状に形成された
ものである。第１ガイド部３３は、特に限定されるものではないが、例えば樹脂フィルム
材によって形成することが考えられる。このような第１ガイド部３３を備えていれば、環
状部分３１が非屈曲時の湾曲部１２よりも大径に形成されている場合であっても、挿入部
１０の挿入作業時に環状部分３１の引っ掛かり等が生じるのを抑制することができる。
【００４４】
　第２ガイド部３４は、一端が湾曲部１２のセンサ装着位置）にて環状部分３１の外周に
取り付けられ、他端が湾曲部１２のセンサ装着位置よりも軟性部１３の側で挿入部１０の
外周に取り付けられ、一端から他端に向けて窄まる逆テーパ形状に形成されたものである



(10) JP 2017-83351 A 2017.5.18

10

20

30

40

50

。第２ガイド部３４は、第１ガイド部３３と同様に、特に限定されるものではないが、例
えば樹脂フィルム材によって形成することが考えられる。このような第２ガイド部３４を
備えていれば、環状部分３１が非屈曲時の湾曲部１２よりも大径に形成されている場合で
あっても、挿入部１０の抜去作業時に環状部分３１の引っ掛かり等が生じるのを抑制する
ことができる。
【００４５】
（上記（ロ）の態様について）
　上記（ロ）の態様の場合、図５に示すように、湾曲部１２には、変形抑制部材１４が装
着されているものとする。変形抑制部材１４は、湾曲部１２が屈曲したときに外皮に皺１
０ａ等が寄って外径変化が生じるのを抑制するために当該湾曲部１２の屈曲箇所の外周に
装着される部材である。具体的には、変形抑制部材１４は、例えば、挿入部１０の外皮の
変形を抑制できる程度に伸縮性が抑えられた材料からなるテープ状部材を、湾曲部１２の
屈曲箇所の外周に巻き回して構成することが考えられる。ただし、これに限定されること
はなく、湾曲部１２が屈曲したときの外径変化を抑制し得るものであれば、他の部材によ
って構成されたものであってもよい。
【００４６】
　このような変形抑制部材１４が装着されていることから、上記（ロ）の態様の場合、環
状部分３１の内周は、湾曲部１２の屈曲箇所に対応する大きさとして、当該屈曲箇所に装
着されている変形抑制部材１４の外周に相当する大きさに形成される。そして、変形抑制
部材１４の外周を囲うように環状部分３１が装着されることになる。
【００４７】
　湾曲部１２の屈曲箇所に変形抑制部材１４が装着されていれば、湾曲部１２が屈曲して
も、変形抑制部材１４の装着箇所については、皺１０ａが寄って外径が増大してしまうよ
うなことがない。したがって、変形抑制部材１４の外周に装着された環状部分３１に対し
ては、湾曲部１２が屈曲しても、これにより圧力センサ３０の環状部分３１の内周側が加
圧されてしまうことがなく、湾曲部１２の屈曲に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑
制できる。
【００４８】
　しかも、環状部分３１は、その内周が変形抑制部材１４の外周に相当する大きさである
ことから、湾曲部１２の屈曲の有無に拘らず、変形抑制部材１４の外周の径に環状部分３
１の内周の大きさがほぼ合致することになる。つまり、環状部分３１は、湾曲部１２の屈
曲状態と非屈曲状態のいずれの場合においても、内周が変形抑制部材１４の外周にほぼ合
致した装着状態にて外部からの加圧検知を行うことになる。したがって、湾曲部１２の屈
曲状態のみならず、湾曲部１２の非屈曲状態においても、外部からの加圧検知の検出精度
向上が図れるようになる。
【００４９】
　なお、上記（ロ）の態様の場合においても、上記（イ）の態様の場合と同様に、第１ガ
イド部３３と第２ガイド部３４のいずれか一方または両方を設けるようにしてもよい。
【００５０】
（上記（ハ）の態様について）
　上記（ハ）の態様の場合、湾曲部１２には、上記（ロ）の態様の場合における変形抑制
部材１４と同様の機能の果たす回避機構が、当該湾曲部１２を被覆する外皮の内側に設け
られているものとする。かかる回避機構は、湾曲部１２が屈曲したときに外皮に皺１０ａ
等が寄って外径変化が生じるのを抑制し得るものであればよく、その具体的な構成が特に
限定されるものではない。
【００５１】
　このような回避機構が湾曲部１２の外皮内に設けられていることから、上記（ハ）の態
様の場合、環状部分３１の内周は、湾曲部１２の屈曲箇所に対応する大きさとして、回避
機構を内包した被覆部分の外周に相当する大きさに形成される。そして、その被覆部分の
外周を囲うように環状部分３１が装着されることになる。
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【００５２】
　湾曲部１２が回避機構を内包していれば、湾曲部１２が屈曲しても、その回避機構が配
された箇所については、皺１０ａが寄って外径が増大してしまうようなことがない。した
がって、湾曲部１２が屈曲しても、これにより圧力センサ３０の環状部分３１の内周側が
加圧されてしまうことがなく、湾曲部１２の屈曲に起因するセンサ誤検出等が生じるのを
抑制できる。
　しかも、環状部分３１は、湾曲部１２の屈曲状態と非屈曲状態のいずれの場合において
も、内周が湾曲部１２の外皮の外周にほぼ合致した装着状態にて外部からの加圧検知を行
うことになる。したがって、湾曲部１２の屈曲状態のみならず、湾曲部１２の非屈曲状態
においても、外部からの加圧検知の検出精度向上が図れるようになる。
【００５３】
（圧力感応部の詳細）
　ところで、上記（イ）～（ハ）のいずれの態様の場合においても、環状部分３１は、当
該環状部分３１が備える圧力感応部により外部からの加圧検知を行う。ここで、圧力感応
部の構成例について詳細に説明する。
【００５４】
　環状部分３１は、例えば、図６（ａ）に示すような断面構造を有している。図６（ａ）
は、図３中におけるＣ－Ｃ断面を模式的に示している。
　図例のように、環状部分３１は、第１電極３１１と感圧部材３１２と第２電極３１３と
が順に積層されてなる積層体を備えている。積層体は、フィルム部材３１４によって覆わ
れている。つまり、環状部分３１は、フィルム部材３１４によって覆われた積層体を円環
状に配することによって構成されている。このとき、積層体は、その積層方向が円環の周
方向とほぼ直交するように（すなわち円環の径方向に沿うように）するように配置される
。
【００５５】
　第１電極３１１は、細径の線状導電性材料（例えば、銀線、金線、ステンレススチール
線等、径が約１００～５００μｍ程度の導電性金属線材）によって形成され、ある一方向
である環状部分３１の周方向（すなわち、環状部分３１が装着される湾曲部１２の外周の
周方向）に沿って延びるリング状に配設されたものである。
【００５６】
　感圧部材３１２は、圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変化する弾
性体からなるもので、第１電極３１１の周囲を全周にわたって被覆するチューブ状に形成
されたものである。つまり、チューブ状に形成された感圧部材３１２の中空孔に、第１電
極３１１が挿入されるように構成されている。
　感圧部材３１２において変化する「電気的特性」としては、具体的には電気抵抗、静電
容量、電圧等が挙げられるが、ここでは電気抵抗が変化するように感圧部材３１２が構成
されている場合を例に挙げる。つまり、感圧部材３１２を構成する弾性体は、圧力を受け
ることで生じた変形量に応じて電気抵抗が変化する感圧式導電性ゴムからなるものである
。このような感圧式導電性ゴムの材料自体については、例えば導電材を含む感圧エストラ
マのような公知技術を利用して形成されたものであればよく、ここではその詳細な説明を
省略する。
【００５７】
　第２電極３１３は、第１電極３１１の延在方向である一方向とは交差する方向に延びる
線状電極からなるものである。第２電極３１３の延在方向としては、例えば第１電極３１
１の延在方向と略直交する方向が挙げられるが、必ずしもこれに限定されることはなく、
第１電極３１１の延在方向とは平行でなく、必ず交差する方向であればよい。また、第２
電極３１３については、その延在方向に沿って複数のものを所定の間隔で並ぶように配列
させることが考えられるが、その配列数が特に限定されることはなく、適宜設定されたも
のであればよい。配列数が多ければ検出分解能を向上させ得るようになり、配列数が少な
ければセンサ構成の複雑化を抑制し得るようになる。
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【００５８】
　このような第２電極３１３は、例えば異方導電性布３１３ａによって形成することが考
えられる。異方導電性布３１３ａは、図６（ｂ）に示すように、非導電性繊維の織物３１
３ｂにおける縦糸または横糸の一部を予め定めた一定の間隔で導電性糸３１３ｃに置換し
たもの、または非導電性繊維の織物３１３ｂに予め定めた一定の間隔で導電性糸３１３ｃ
を縫い込んだものである。非導電性繊維としては、例えばポリエチレンテレフタレート（
ＰＥＴ）繊維を用いることが考えられるが、ＰＥＴ以外であっても非導電性のものであれ
ば種類を問わない。ただし、非導電性繊維は、耐熱性および化学的耐性を有することが望
ましい。一方、導電性糸３１３ｃは、銀糸、金糸、ステンレススチール糸、炭素繊維、銀
めっきナイロン糸等の細径で導電性および柔軟性を有するものであれば使用することがで
き、その径は非導電性繊維の繊維径と同程度とすることが望ましい。非導電性繊維および
導電性糸３１３ｃの径は、数μｍ～数十μｍ程度とすることが考えられる。このような構
成によれば、異方導電性布３１３ａとして、例えば厚さが５０μｍ程度で非常に柔軟性に
富んだものが得られる。このような異方導電性布３１３ａを用いれば、導電性糸３１３ｃ
が第２電極３１３として機能することになる。第２電極３１３となる導電性糸３１３ｃの
配置間隔は、特に臨界的限度はないが、圧力分布を高分解能で測定できるようにするため
には０．５～１．０ｍｍ程度とすればよく、用途によっては１～数ｃｍ程度となるように
することもできる。
【００５９】
　フィルム部材３１４は、積層体の保護膜として機能するもので、防水性、絶縁性、化学
的耐性および柔軟性等を有した樹脂材料からなるフィルム材（例えば、３０μｍ程度の厚
さのポリウレタンフィルム材）によって形成されている。
【００６０】
　以上のような積層体を用いて構成された環状部分３１では、当該積層体のいずれかの箇
所が外力によって加圧されると、その加圧箇所の感圧部材３１２が圧力を受けることで変
形する。感圧部材３１２が変形すると、その変形量に応じて感圧部材３１２における電気
抵抗、すなわち感圧部材３１２が介在する第１電極３１１と第２電極３１３との間の電気
抵抗が変化する。したがって、このような構成の環状部分３１を用いれば、第１電極３１
１と第２電極３１３との間の電気抵抗の大きさをモニタリングすることで、その圧力セン
サ５に対する加圧を検知することができるようになる。つまり、圧力値を電気抵抗値とし
て取り出すことができ、簡素な構成で必要十分な感度や分解能等が得られる。なお、圧力
値を電気抵抗値として取り出すために、第１電極３１１と第２電極３１３のそれぞれには
、信号線３２が接続されている。
【００６１】
（環状部分の製造手順）
　ここで、上述した構成の環状部分３１の製造手順を説明する。
　図７は、圧力センサの一具体例の構成要素の製造手順を示す説明図である。
【００６２】
　環状部分３１の製造にあたっては、先ず、図７（ａ）に示すように、第１電極３１１の
周囲を感圧部材３１２で被覆して、第１電極３１１と感圧部材３１２とが同心状に配置さ
れてなるものを形成する。第１電極３１１および感圧部材３１２の軸方向長さは、環状部
分３１の周長と同程度、すなわち湾曲部１２の屈曲箇所に対応する大きさに相当する長さ
程度とする。なお、感圧部材３１２による第１電極３１１の被覆は、チューブ状の感圧部
材３１２の中空孔に第１電極３１１を挿入することで行うことが考えられるが、必ずしも
これに限定されることはなく、通常の絶縁単線の製造方法と同様に長尺状の被覆体を形成
した後に当該被覆体を所定長さに切断することにより作製してもよい。
【００６３】
　感圧部材３１２による第１電極３１１の被覆体を形成した後は、次いで、所定サイズの
異方導電性布３１３ａを用意し、異方導電性布３１３ａの複数の導電性糸３１３ｃが第１
電極３１１と直交するように、形成した被覆体を異方導電性布３１３ａの略中央部に載置
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する。そして、被覆体の載置位置を中心にして、その両側に位置する異方導電性布３１３
ａのうちの一方側を折り返し、その一方側の異方導電性布３１３ａを他方の側の異方導電
性布３１３ａに短絡しないように重ね合わせる。これにより、異方導電性布３１３ａは、
図７（ｂ）に示すように、感圧部材３１２による第１電極３１１の被覆体を一方の端縁側
に挟んで折り畳まれた状態となる。折り畳まれた異方導電性布３１３ａでは、複数の導電
性糸３１３ｃのそれぞれが第２電極３１３を構成する。なお、折り畳まれた異方導電性布
３１３ａの間には、折り畳まれた状態の安定化のために、両面テープ、接着剤または粘着
材を設けてもよい。
【００６４】
　異方導電性布３１３ａを折り畳んだ状態とした後は、次いで、図７（ｃ）に示すように
、第１電極３１１および第２電極３１３のそれぞれに対して個別に信号線３２を接続する
。信号線３２としては、例えばエナメル線等の表面が絶縁された金属線を用いる。なお、
信号線３２については、そのうちの半数を一方の側に（図中における左側）に纏めるよう
に折り曲げ、残りの半数を反対側に纏めるように折り曲げることが考えられる。このよう
にすれば、複数本の信号線３２が接続されている場合であっても、環状部分３１を構成し
た際に、その環状部分３１から延びる信号線３２の位置を一箇所に纏めることが可能とな
るからである。また、信号線３２については、それぞれの位置が安定するようにするため
、粘着テープによって固定するようにしてもよい。さらに、信号線３２については、表面
が絶縁された金属線に代えてフレキシブルプリント配線基板を用いてもよい。
【００６５】
　その後は、図７（ｄ）に示すように、第１電極３１１および感圧部材３１２を挟んで折
り畳まれた状態とされた異方導電性布３１３ａと、そこから延びる信号線３２の一部とを
、フィルム部材３１４によって被覆する。このフィルム部材３１４は、内面側に粘着材が
塗布されているものやヒートシール性フィルムからなるもの等を使用すると、被覆が容易
となる。フィルム部材３１４による被覆後は、その最大厚さ（第１電極３１１および感圧
部材３１２の配置箇所の厚さ）が、例えば０．９～１．２ｍｍ程度となる。
【００６６】
　そして、フィルム部材３１４による被覆後は、その被覆後の構造体が円環状となるよう
に成形する。これにより、図３に示した環状部分３１が得られることになる。また、第１
電極３１１は実質的にリング状になるとともに、第１電極３１１、感圧部材３１２および
第２電極３１３からなる積層体についても環状に配置されることになる。さらに、信号線
３２の位置を一箇所に纏めることが可能となる。
【００６７】
　なお、このようにして得られる環状部分３１は、図６（ａ）に示した平坦面の側が内周
面に位置し、第１電極３１１および感圧部材３１２による突出部分が存在する側が外周面
に位置するように成型することが好ましい。そのほうが外部からの加圧を検知する上で好
適だからである。そして、その成型にあたっては、内周面によって構成される内径が、上
述した「屈曲箇所に対応する大きさ」となるようにする。
【００６８】
（環状部分の被検出箇所への装着）
　以上の手順で製造される環状部分３１は、内視鏡スコープ２の挿入部１０における被検
出箇所に装着される。挿入部１０の被検出箇所としては、既に説明したように、湾曲部１
２（特に、その屈曲極点）が挙げられるが、湾曲部１２以外の先端部１１または軟性部１
３を被検出箇所に含んでもよい。
【００６９】
　挿入部１０の被検出箇所への環状部分３１の装着は、当該環状部分３１の環内に挿入部
１０を嵌入した状態で当該環状部分３１を被検出箇所に位置させ、その状態で当該環状部
分３１の位置を固定することによって行えばよい。環状部分３１の位置固定は、例えば、
両面テープ、接着剤または粘着材を利用して行えばよい。環状部分３１に第１ガイド部３
３または第２ガイド部３４が付設される場合にも、当該環状部分３１と全く同様に、第１
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ガイド部３３または第２ガイド部３４の位置固定を行えばよい。
【００７０】
　また、環状部分３１から延びる信号線３２については、束ねられて挿入部１０の外面に
沿って制御本体部３まで延在される。この束ねられた信号線３２の固定についても、例え
ば、両面テープ、接着剤または粘着材を利用して行えばよい。
【００７１】
（センサ装着後の内視鏡スコープ）
　挿入部１０の被検出箇所に圧力センサ３０の環状部分３１が装着された内視鏡スコープ
２は、その被検出箇所に対する外部から加圧を検知することができる。しかも、環状部分
３１の内周が湾曲部１２の屈曲箇所に対応する大きさに形成されているため、挿入部１０
の被検出箇所を湾曲部１２とした場合であっても、湾曲部１２の屈曲に起因するセンサ誤
検出等が生じるのを抑制できる。さらには、環状部分３１における第１電極３１１が周方
向に延びるリング状に形成されており、その第１電極３１１を全周にわたって被覆するよ
うに感圧部材３１２が配されていることから、湾曲部１２がどの方向に屈曲した場合であ
っても、湾曲部１２に対する外圧が加われば、そのことを検知することができる。一方、
環状部分３１における第２電極３１３についても、柔軟性に富む異方導電性布３１３ａを
利用して構成されていることから、屈曲する湾曲部１２に装着する上で非常に好適なもの
となる。また、異方導電性布３１３ａが薄いものであることから、必要十分な感度や分解
能等を実現しつつ、環状部分３１の大型化（厚肉化）等を抑制することができる。
【００７２】
　以上のことから、上述した構成の環状部分３１を有して構成された圧力センサ３０は、
内視鏡スコープ２の挿入部１０における湾曲部１２に装着されて用いられる場合に、非常
に好適なものであるといえる。そして、その圧力センサ３０が湾曲部１２に装着されてな
る内視鏡スコープ２は、湾曲部１２の屈曲時または非屈曲時のいずれの状態においても、
また湾曲部１２がどの方向に屈曲した状態においても、その屈曲等の影響によるセンサ誤
検出等が生じることなく、圧力センサ３０が適切な加圧検知を行い得るようになる。つま
り、体内組織との接触が生じ易い湾曲部１２の屈曲箇所についても、適切な加圧検知を行
うことができる。
【００７３】
　圧力センサ３０による検知結果は、制御本体部３で信号処理された後に、モニタ部４に
より出力される。これにより、術者（内視鏡スコープ２の操作者）は、内視鏡スコープ２
の挿入部１０の体内挿入時に湾曲部１２と体内組織との接触が生じても、そのことをモニ
タ部４からの出力結果を通じて把握することができる。したがって、術者にとっては、大
腸穿孔等の発生を未然に回避する上で、非常に有用なものとなる。
【００７４】
　圧力センサ３０の検知結果を出力するモニタ部４については、圧力センサ３０が検知し
た圧力の大きさを識別可能な態様で出力するように構成されたものであってもよい。この
ようにモニタ部４が構成されていれば、術者（内視鏡スコープ２の操作者）は、体内組織
との接触の発生の有無のみならず、その接触の強さ、すなわちその接触による圧力センサ
３０に対する加圧量についても、把握し得るようになる。したがって、その場合に、術者
は、例えば、体内組織に対する湾曲部１２の接触の強さを調整（加減）したり、接触の強
さが体内組織に損傷を与える強さであるか否かを判断する、といったことを行い得るよう
になる。
【００７５】
　なお、圧力センサ３０の検知結果（すなわちモニタ部４での出力内容）については、内
視鏡スコープ２の画像取得部で得られた画像と同期させて、内視鏡スコープ２の挿入部１
０の体内挿入時のログ情報として記憶保持することが考えられる。このようにすれば、内
視鏡スコープ２の画像取得部で観察可能となった腸管内等の様子のみならず、その腸管内
等での挿入部１０（特に湾曲部１２）と体内組織との接触の有無や強さ等についても、こ
れらを互いに関連付けつつ、ログ情報によって事後的に検証することが可能となる。
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【００７６】
（３）圧力センサの他の具体例
　次に、内視鏡スコープ２の挿入部１０に装着される圧力センサ３０の他の具体例につい
て説明する。ただし、ここでは、上述した一具体例との相違点についてのみ説明し、当該
一具体例と同様の点については説明を省略する。
【００７７】
（センサ負荷状態について）
　圧力センサ３０は、印加圧力に応じて電気抵抗値が変化する感圧部材３１２を利用して
加圧検知を行うように構成されている。そして、その感圧部材３１２は、上述した一具体
例においては、第１電極３１１を被覆するように環状部分３１の全周（すなわち被検出箇
所の周方向の全域）にわたって連続する一体構造により配置されている。
　一方、圧力センサ３０が装着される内視鏡スコープ２の挿入部１０には、その挿入部１
０を被覆する外皮が柔軟性を有しており、外部から局所的な加圧があると加圧箇所に凹状
の変形が生じるように構成されたものがある。
　このような変形が生じ得る挿入部１０に一体構造の感圧部材３１２が配置された環状部
分３１を装着した場合には、感圧部材３１２が周方向に連続して構成されているため、外
部からの負荷が作用していない箇所においても圧力センサ３０が反応を示してしまうおそ
れがある。
【００７８】
　図８は、センサ負荷状態の一例を模式的に示す説明図である。
　ここでは、図８（ａ）に示すように、挿入部１０の外周を囲うように配された第１電極
３１１および感圧部材３１２を、仮想的に領域Ｉ～領域ＩＶに分けて考える。第１電極３
１１および感圧部材３１２を直線状に展開すると、図８（ｂ）に示すようになる。
　このような第１電極３１１および感圧部材３１２に対して、例えば、図８（ｃ）に示す
ように、領域ＩＩに外部からの強い圧力が局所的に作用した場合には、その加圧の影響が
領域ＩＩと連続する他の領域である領域Ｉおよび領域ＩＩＩにも及んでしまうおそれがあ
る。つまり、各領域Ｉ～ＩＩＩが連続していると、外部からの圧力が作用していない領域
Ｉ，ＩＩＩにおいても反力が生じてしまい、その影響で領域Ｉ，ＩＩＩでも感圧部材３１
２の電気抵抗値変化を検出するといったセンサ誤動作が起こり得る。
【００７９】
　また、環状部分３１の装着箇所（すなわち、挿入部１０における被装着箇所）について
は、その外形に変形が生じることを想定する必要がある。例えば、挿入部１０の構成によ
っては、外部からの局所的な加圧により加圧箇所が凹むように変形することがあり得る。
また、例えば、被装着箇所が湾曲部１２にある場合には、屈曲前後で屈曲箇所が相違する
ような変形が生じることがあり得る。
　このような被装着箇所の変形に対しては、感圧部材３１２が周方向に連続して配置され
ていると、その変形に感圧部材３１２が追従することができず、その変形の影響でセンサ
誤動作が生じてしまうことがあり得る。
【００８０】
（領域分割）
　以上のことを鑑み、ここで例に挙げて説明する圧力センサ３０は、以下に述べるように
構成されている。
　図９は、圧力センサの他の具体例の構成要素を模式的に示す説明図である。
【００８１】
　ここで説明する圧力センサ３０は、上述した一具体例の場合と同様に、第１電極３１１
、感圧部材３１２、異方導電性布３１３ａを利用した第２電極３１３、および、フィルム
部材３１４からなる構造体を円環状に成型して環状部分３１が構成されているが、図９（
ａ）に示すように、その環状部分３１が周方向に領域分割されて感圧領域３５と非感圧領
域３６とを備えている点で、上述した一具体例の場合とは異なる。
【００８２】



(16) JP 2017-83351 A 2017.5.18

10

20

30

40

50

　ここで「周方向に領域分割されて感圧領域３５と非感圧領域３６とを備えている」とは
、一つ以上の感圧領域３５と一つ以上の非感圧領域３６とを備えるように、環状部分３１
が周方向に領域分割されていることをいう。領域分割数については、各領域３５，３６を
一つ以上備えていれば特に限定されるものではない。例えば、図９（ａ）に示す例では、
領域Ｉ～領域ＩＶのそれぞれに対応して四つの感圧領域３５が配され、各感圧領域３５の
間に非感圧領域３６が介在するように配された、いわゆる四分割に構成された場合を示し
ている。ただし領域分割数が四分割に限定されることはなく、八分割、十二分割等とする
ことも考えられる。領域分割数が多ければ（例えば十二分割）、環状部分３１を円形に近
づけることができ、被検出箇所の外周への適合性が高くなり、センサ検出感度の向上が図
れる。一方、領域分割数が少なければ（例えば四分割）、センサ構成の複雑化を抑制でき
、製造コストの低減が図れる。また、感圧領域３５と非感圧領域３６は必ずしも同数であ
る必要はなく、感圧領域３５同士が連続して配置されるような構成もあり得る。ただし、
非感圧領域３６同士が連続する構成はない。
【００８３】
（感圧領域）
　感圧領域３５は、加圧による変形量に応じて電気抵抗値が変化する感圧部材３１２を用
いて加圧検知を行うように構成された領域である。つまり、感圧領域３５では、当該領域
内の全域にわたって第１電極３１１、感圧部材３１２および第２電極３１３の積層体が配
されて構成されている。ただし、感圧領域３５を構成する感圧部材３１２は、隣り合う感
圧領域３５における感圧部材３１２とは連続しておらず、各感圧領域３５の間で分断され
ている。
【００８４】
（非感圧領域）
　非感圧領域３６は、当該非感圧領域３６を挟んで隣り合う感圧領域３５同士を連結する
領域である。ただし、非感圧領域３６には、感圧領域３５とは異なり、感圧部材３１２が
配されていない。つまり、非感圧領域３６は、環状部分３１の周方向に沿って延びる第１
電極３１１は存在するが、少なくとも感圧部材３１２が配されていないことから、加圧検
知を行う機能を有していない。
【００８５】
　また、非感圧領域３６は、各領域３５，３６の並び方向、すなわち環状部分３１の周方
向に伸縮性を有して構成されている。具体的には、非感圧領域３６の部分においては、当
該非感圧領域３６に存在する第１電極３１１が、環状部分３１の周方向への伸縮性を付与
する連結形状に形成されている。「伸縮性を付与する連結形状」とは、環状部分３１に沿
って延びるリング状を維持しつつ、その環状部分３１の周方向への伸縮を吸収する緩み（
弛み）を有して感圧領域３５の部分同士を連結するように構成された形状のことをいい、
具体的にはループ状、Ｖ字状、Ｕ字状、またはこれらに準ずる結線形状のことをいう。
【００８６】
（加圧検知）
　以上のように、環状部分３１が感圧領域３５と非感圧領域３６とに領域分割された構成
では、各感圧領域３５が分断されて連続していないことから、それぞれの感圧領域３５が
独立して動作することが可能である。例えば、図９（ｂ）に示すように、領域ＩＩの感圧
領域３５に対して外部からの強い圧力が局所的に作用した場合には、その感圧領域３５が
他の感圧領域３５の影響を受けることなく独立して加圧検知を行う。そして、その感圧領
域３５と隣り合う領域Ｉ，ＩＩＩの感圧領域３５に対して、局所的な加圧の影響が及んで
しまうこともない。つまり、各感圧領域３５の独立性が担保されるので、局所的な加圧を
適切に検出し得るようになり、その局所的な加圧箇所の隣接箇所や対極箇所等でのセンサ
誤動作を防止できるようになる。
【００８７】
　また、非感圧領域３６が伸縮性を有する構成では、環状部分３１の装着箇所（すなわち
、挿入部１０における被装着箇所）の外形に変形が生じても、その変形に追従し得るよう
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になる。例えば、外部からの局所的な加圧により加圧箇所が凹むように挿入部１０の被装
着箇所が変形したり、屈曲により挿入部１０の被装着箇所が変形した場合であっても、非
感圧領域３６が伸縮することでその変形に環状部分３１が追従し得るようになり、その変
形の影響が感圧領域３５に及んでしまうことがない。つまり、非感圧領域３６が伸縮性を
有していれば、挿入部１０の被検出箇所が変形しても、その変形に追従し得るようになり
、被検出箇所の変形に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制できるようになる。
【００８８】
（領域分割された環状部分の製造手順）
　ここで、感圧領域３５と非感圧領域３６とに領域分割された環状部分３１の製造手順を
説明する。ここでは、領域分割が十二分割である場合を例に挙げる。
　図１０～図１２は、圧力センサの他の具体例の構成要素の製造手順を示す説明図である
。
【００８９】
　領域分割された環状部分３１の製造にあたっては、先ず、図１０に示すように、第１電
極３１１の周囲を感圧部材３１２で被覆して、第１電極３１１と感圧部材３１２とが同心
状に配置されてなるものを形成する。第１電極３１１および感圧部材３１２の全体の軸方
向長さは、環状部分３１の周長と同程度とする。
　ただし、感圧部材３１２については、全体の軸方向長さを十二分割した長さのものを、
その分割数に応じた個数（すなわち十二個）用意する。そして、用意した感圧部材３１２
のそれぞれが軸方向に沿って並ぶように一列に配置する。
　また、第１電極３１１については、伸縮性を付与する連結形状であるループ状部３１１
ａが、複数箇所（例えば三箇所）に設けられている。このループ状部３１１ａは、感圧部
材３１２で被覆されず露出したままとなる。つまり、第１電極３１１におけるループ状部
３１１ａ以外の部分が感圧部材３１２で被覆される。ループ状部３１１ａは、各感圧部材
３１２の間にそれぞれ配置してもよいが、センサ構成の複雑化や非感圧領域３６の増大等
を抑制するため、図例のように三つの感圧部材３１２置きに配置することが考えられる。
なお、ループ状部３１１ａは、伸縮性を付与し得るものであれば、Ｖ字状、Ｕ字状、また
はこれらに準ずる結線形状のものであってもよい。
【００９０】
　ループ状部３１１ａを有する第１電極３１１を十二分割した各感圧部材３１２で被覆し
てなる被覆体を形成した後は、次いで、図１１に示すように、所定サイズの異方導電性布
３１３ａを用意し、異方導電性布３１３ａの複数の導電性糸３１３ｃが第１電極３１１と
直交するように、形成した被覆体を異方導電性布３１３ａに挟んで当該異方導電性布３１
３ａを折り畳む。折り畳まれた異方導電性布３１３ａでは、複数の導電性糸３１３ｃのそ
れぞれが第２電極３１３を構成する。
　このとき、ループ状部３１１ａについては、伸縮性が阻害されないように、異方導電性
布３１３ａによって覆われないようにする。つまり、異方導電性布３１３ａは、ループ状
部３１１ａの箇所で分断されたものとなる。異方導電性布３１３ａの分断は、異方導電性
布３１３ａの折り畳み後に切断することによって行ってもよいし、分断後のサイズの異方
導電性布３１３ａを予め用意することで行ってもよい。
　また、隣り合う感圧部材３１２同士の間については、各感圧領域３５の独立性が阻害さ
れないように、異方導電性布３１３ａに切り込み３１３ｄを入れることが好ましい。
【００９１】
　異方導電性布３１３ａを折り畳んだ状態とした後は、次いで、第１電極３１１および第
２電極３１３に対して信号線３２を接続する。
　このとき、異方導電性布３１３ａには、感圧部材３１２が配置されていない箇所（例え
ば感圧部材３１２同士の間）を通る導電性糸３１３ｃを信号線３２と導通させないために
、その導電性糸３１３ｃを含む一部領域を切除して切欠き部３１３ｅを形成する。切欠き
部３１３ｅを形成しておけば、例えば感圧部材３１２が配置されていない箇所を通る導電
性糸３１３ｃが解れて第１電極３１１との接触が生じても、電気的短絡が生じてしまうこ
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とがない。
【００９２】
　その後は、ループ状部３１１ａによる伸縮性が阻害されないようにしつつ、異方導電性
布３１３ａ等をフィルム部材３１４で被覆し、その被覆後の構造体が円環状となるように
成形する。これにより、感圧部材３１２の配置箇所が感圧領域３５として機能し、感圧部
材３１２が配置されておらずループ状部３１１ａが設けられた箇所が非感圧領域３６とし
て機能するように、領域分割がされた環状部分３１が得られることになる。
【００９３】
　なお、上述した例では、ループ状部３１１ａが位置する非感圧領域３６において異方導
電性布３１３ａが完全に分断されており、また電気的短絡防止のために切欠き部３１３ｅ
が形成されている場合を説明したが、異方導電性布３１３ａは、このような構成のものに
は限定されない。
　例えば、図１２に示すように、異方導電性布３１３ａは、ループ状部３１１ａによる伸
縮性が阻害されなければ、非感圧領域３６において完全に分断されたものではなく、ルー
プ状部３１１ａに対応して一部箇所のみが切除された構成のものであってもよい。
　また、異方導電性布３１３ａは、切欠き部３１３ｅが形成されておらずに、感圧部材３
１２が配置されていない箇所を通る導電性糸３１３ｃが当該異方導電性布３１３ａから引
き抜かれたもの、すなわち導電性糸３１３ｃが配されていない領域３１３ｆを有して構成
されたものであってもよい。
【００９４】
　いずれの構成であっても、異方導電性布３１３ａは、第２電極３１３を構成する導電性
糸３１３ｃが感圧領域３５に対応する位置のみに配置されたものであればよい。「感圧領
域３５に対応する位置のみ」とは、非感圧領域３６に対応する位置、および、連続配置さ
れた感圧領域３５と感圧領域３５との間に相当する位置を排除する構成を意味する。具体
的には、上述したように、導電性糸３１３ｃを含む異方導電性布３１３ａの一部を切除す
る切欠き部３１３ｅを設けたり、異方導電性布３１３ａから導電性糸３１３ｃを引き抜い
たりすることで実現することが考えられる。
　このように、導電性糸３１３ｃが感圧領域３５に対応する位置のみに配置されていれば
、非感圧領域３６に対応する位置や、連続配置された感圧領域３５と感圧領域３５との間
に相当する位置等には、第２電極３１３が存在しないことになる。したがって、環状部分
３１を周方向に領域分割する場合であっても、電気的短絡等が発生するおそれを排除する
ことができ、電気的短絡等の発生に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制することが
できる。
【００９５】
（環状部分の被検出箇所への装着）
　以上の手順で製造される環状部分３１は、内視鏡スコープ２の挿入部１０における被検
出箇所に装着される。挿入部１０の被検出箇所としては、湾曲部１２（特に、その屈曲極
点）、先端部１１または軟性部１３の少なくとも一つが挙げられる。つまり、上述した一
具体例に場合とは異なり、被検出箇所が湾曲部１２を含まないこともあり得る。ただし、
ここで説明する他の具体例の圧力センサ３０も湾曲部１２に装着して非常に有用である点
は、上述した一具体例に場合と同様である。
【００９６】
　挿入部１０の被検出箇所への環状部分３１の装着は、例えば、両面テープ、接着剤また
は粘着材を利用して行うことが考えられるが、感圧領域３５のみが被検出箇所に対して位
置固定され、非感圧領域３６については伸縮性が阻害されないように配される。なお、非
感圧領域３６におけるループ状部３１１ａには、外部との電気的短絡を防止するための絶
縁処理（例えば、線材の被服処理）が施されているものとする。
【００９７】
（センサ装着後の内視鏡スコープ）
　感圧領域３５と非感圧領域３６とに領域分割された環状部分３１が装着された内視鏡ス
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コープ２は、感圧領域３５が配された箇所において、被検出箇所に対する外部から加圧を
検知することができる。このとき、環状部分３１では、領域分割されており、各感圧領域
３５が分断されて連続していないことから、それぞれの感圧領域３５が独立して動作する
ことが可能である。したがって、各感圧領域３５の独立性が担保されるので、局所的な加
圧を適切に検出し得るようになり、その局所的な加圧箇所の隣接箇所や対極箇所等でのセ
ンサ誤動作を防止できる。
　また、環状部分３１では、非感圧領域３６が伸縮性を有しているので、外部からの局所
的な加圧により加圧箇所が凹むように挿入部１０の被装着箇所が変形したり、屈曲により
挿入部１０の被装着箇所が変形した場合であっても、その変形に環状部分３１が追従し得
るようになり、その変形の影響が感圧領域３５に及んでしまうことがない。したがって、
挿入部１０の被検出箇所が変形しても、その変形に追従し得るようになり、被検出箇所の
変形に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制できるようになる。
【００９８】
　以上のことから、上述した構成の環状部分３１を有して構成された圧力センサ３０は、
内視鏡スコープ２の挿入部１０（特に湾曲部１２）に装着されて用いられる場合に、非常
に好適なものであるといえる。そして、その圧力センサ３０が湾曲部１２に装着されてな
る内視鏡スコープ２は、局所的な加圧を適切に検出することができ、また被検出箇所の変
形に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制できるので、体内組織との接触について適
切な加圧検知を行うことができる。
【００９９】
（４）本実施形態の効果
　本実施形態で説明した圧力センサ３０、内視鏡スコープ２および内視鏡装置１によれば
、以下に述べるいずれか一つまたは複数の効果が得られる。
【０１００】
（ａ）本実施形態においては、内視鏡スコープ２における先端部１１または軟性部１３で
はなく、特に操作部２０からの操作に応じて屈曲する湾曲部１２に、圧力センサ３０が装
着されている。このように、湾曲部１２に圧力センサ３０を装着すれば、内視鏡スコープ
２は、湾曲部１２を屈曲させた際の生体組織（例えば腸壁）との接触を検知でき、挿入部
１０の挿入作業の作業性が向上するとともに、腸穿孔等のトラブル発生回避に有効なもの
となる。
　しかも、本実施形態においては、湾曲部１２への装着のために、圧力センサ３０が湾曲
部１２の周囲に装着される環状部分３１を有して構成されるとともに、その記環状部分３
１の内周が湾曲部１２の屈曲箇所に対応する大きさに形成されている。このように、環状
部分３１が湾曲部１２の屈曲箇所に対応する大きさに形成されていれば、湾曲部１２が屈
曲する場合であってもセンサ誤検出等が生じるのを抑制でき、検出精度の向上を図ること
が可能となる。
【０１０１】
（ｂ）また、本実施形態においては、圧力センサ３０の環状部分３１が、特に湾曲部１２
の屈曲極点の周囲に装着されるようになっている。湾曲部１２の屈曲極点は、屈曲の度合
いが最も高まる点であり、尖り易い部分であることから、腸穿孔等を生じさせ易い部分で
ある。このようなを被検出箇所として圧力センサ３０の環状部分３１を配置すれば、腸穿
孔等のトラブル発生を回避する上で非常に有効なものとなる。しかも、その場合であって
も、環状部分３１の内周を屈曲極点に対応する大きさに形成することで、センサ誤検出等
が生じるのを抑制することができる。
【０１０２】
（ｃ）また、本実施形態においては、リング状に延びる第１電極３１１と、変形量に応じ
て電気的特性が変化する感圧部材３１２と、第１電極３１１と交差する方向に延びる第２
電極３１３とからなる積層体を利用して加圧検知を行う。そのため、加圧による圧力値を
電気抵抗値として取り出すことができ、簡素な構成で必要十分な感度や分解能等が得られ
るので、内視鏡スコープ２の挿入部１０に装着する上で非常に好適な圧力センサ３０を構
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成することができる。しかも、第１電極３１１がリング状であることから、圧力センサ３
０は、湾曲部１２の屈曲にも適切に対応し得るものとなり、湾曲部１２がどの方向に屈曲
しても、湾曲部１２に対する外圧が加われば、そのことを検出することができる。
【０１０３】
（ｄ）また、本実施形態においては、異方導電性布３１３ａにおける導電性糸３１３ｃが
第２電極３１３を構成している。このように、異方導電性布３１３ａを利用して圧力セン
サ３０を構成すれば、異方導電性布３１３ａが柔軟性に富むことから、その圧力センサ３
０は、湾曲部１２に装着する上で非常に好適なものとなる。しかも、異方導電性布３１３
ａを利用して圧力センサ３０を構成すれば、必要十分な感度や分解能等を実現しつつ、セ
ンサの大型化等を抑制することができる。
【０１０４】
（ｅ）また、本実施形態においては、例えば上記（イ）の態様として説明したように、環
状部分３１の内周が、湾曲部１２の非屈曲時の外周の大きさに対して所定の屈曲変化想定
量を加味した大きさに形成されている。このように、環状部分３１の内周の大きさを湾曲
部１２の非屈曲時よりも屈曲変化想定量の分だけ大きくすることで、湾曲部１２の屈曲に
よりその外周部分に皺１０ａが寄って外径が増大したような場合であっても、これにより
圧力センサ３０の内周側が加圧されてしまうことがない。したがって、湾曲部１２が屈曲
する場合であっても、これに起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制でき、検出精度の
向上を図ることが可能となる。
【０１０５】
（ｆ）また、本実施形態においては、環状部分３１に付随して、第１ガイド部３３と第２
ガイド部３４のいずれか一方または両方が設けられている。そのため、圧力センサ３０の
環状部分３１が非屈曲時の湾曲部１２よりも大径に形成されている場合であっても、体内
への挿入部１０の挿入作業時または体内からの挿入部１０の抜去作業時において、環状部
分３１の引っ掛かり等が生じるのを抑制できるので、挿入部１０の作業性向上が図れる。
【０１０６】
（ｇ）また、本実施形態においては、例えば上記（ロ）または（ハ）の態様として説明し
たように、環状部分３１の内周が、変形抑制部材１４の外周に相当する大きさ（変形抑制
部材１４と同様の機能の果たす回避機構が内包されている場合は当該回避機構を内包した
被覆部分の外周に相当する大きさ）に形成されている。このように、変形抑制部材１４ま
たは回避機構が装着されている場合であれば、湾曲部１２が屈曲しても変形抑制部材１４
または回避機構の装着箇所については皺１０ａが寄って外径が増大してしまうようなこと
がない。つまり、湾曲部１２が屈曲しても、これにより圧力センサ３０の内周側が加圧さ
れてしまうことがない。したがって、湾曲部１２が屈曲する場合であっても、これに起因
するセンサ誤検出等が生じるのを抑制しつつ、適切な大きさ（湾曲部１２に合致した大き
さ）でのセンサ装着を行うことになり、検出精度の向上を図ることが可能となる。
【０１０７】
（ｈ）また、本実施形態においては、内視鏡スコープ２の挿入部１０に装着される圧力セ
ンサ３０の環状部分３１が、領域分割されて感圧領域３５と非感圧領域３６とを備えてお
り、非感圧領域３６が周方向に伸縮性を有して構成されている。このように、環状部分３
１が感圧領域３５と非感圧領域３６とに領域分割されていれば、圧力センサ３０では、各
感圧領域３５が独立して動作することが可能となり、局所的な加圧を適切に検出し得るよ
うになる。つまり、このうな構成の圧力センサ３０が装着された内視鏡スコープ２では、
ある感圧領域３５に対して局所的な加圧があった場合に、その加圧の影響が他の感圧領域
３５に及んでしまうのを回避し得るので、隣接箇所や対極箇所等でのセンサ誤動作を防止
できるようになる。
　しかも、非感圧領域３６が周方向に伸縮性を有しているので、圧力センサ３０は、内視
鏡スコープ２の挿入部１０における被検出箇所が変形しても、その変形に追従し得るよう
になり、被検出箇所の変形に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制することができる
。
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【０１０８】
（ｉ）また、本実施形態においては、圧力センサ３０が環状に形成された環状部分３１を
備えているとともに、その環状部分３１が周方向に領域分割されており、非感圧領域３６
が周方向に伸縮性を有して構成されている。このように構成されていれば、圧力センサ３
０は、例えば内視鏡スコープ２の挿入部１０のような管状の被検出箇所に対しても容易に
装着することができ、しかも全周方向について加圧を検出し得るようになる。しかも、非
感圧領域３６が周方向に伸縮性を有しているので、被検出箇所が可撓性を有しており屈曲
等によって変形が生じるように構成されている場合であっても、その変形に追従し得るよ
うになり、被検出箇所の変形に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制することができ
る。これらの点において、圧力センサ３０は、内視鏡スコープ２の挿入部１０への装着に
適用して非常に好適なものであるといえる。
【０１０９】
（ｊ）また、本実施形態においては、第１電極３１１が感圧領域３５と非感圧領域３６と
を通じて延びるリング状に構成されるとともに、非感圧領域３６の部分では当該第１電極
３１１が挿入部１０の周方向への伸縮性を付与する連結形状に形成されている。このよう
に、第１電極３１１がリング状であれば、圧力センサ３０は、環状部分３１を周方向に領
域分割する場合であっても、センサ構成の簡素化が実現可能となる。さらには、被検出箇
所の屈曲にも適切に対応し得るとともに、被検出箇所がどの方向に屈曲しても被検出箇所
に対する加圧を検出し得るようになる。しかも、第１電極３１１がリング状であれば、非
感圧領域３６の部分の連結形状を、例えばループ状、Ｖ字状、Ｕ字状、これらに準ずる結
線形状等によって、周方向への伸縮を吸収する緩み（弛み）を有するように構成すればよ
く、非感圧領域３６の部分の構成の簡素化も図れるようになる。
【０１１０】
（ｋ）また、本実施形態においては、異方導電性布３１３ａにおける導電性糸３１３ｃが
第２電極３１３を構成している。このように、異方導電性布３１３ａを利用して圧力セン
サ３０を構成すれば、環状部分３１を周方向に領域分割する場合であっても、異方導電性
布３１３ａを分断したりループ状部３１１ａに対応して一部箇所のみを切除したりして対
応することが可能となるので、その領域分割への対応が非常に容易なものとなる。
【０１１１】
（ｌ）また、本実施形態においては、異方導電性布３１３ａで第２電極３１３を構成する
導電性糸３１３ｃが、感圧領域３５に対応する位置のみに配置されている。このように、
導電性糸３１３ｃが感圧領域３５に対応する位置のみに配置されていれば、非感圧領域３
６に対応する位置や、連続配置された感圧領域３５と感圧領域３５との間に相当する位置
等には、第２電極３１３が存在しないことになる。したがって、環状部分３１を周方向に
領域分割する場合であっても、異方導電性布３１３ａの導電性糸３１３ｃの解れ等による
電気的短絡等が発生するおそれを排除することができ、電気的短絡等の発生に起因するセ
ンサ誤検出等が生じるのを抑制することができる。
【０１１２】
（５）変形例等
　以上に、本発明の実施形態について具体例を挙げて説明したが、本発明の技術的範囲は
、上述した実施形態の内容に限定されるものではなく、発明の構成要件やその組み合わせ
によって得られる特定の効果を導き出せる範囲において、種々の変更や改良を加えた形態
も含む。
【０１１３】
（圧力感応部）
　例えば、上述した実施形態では、感圧部材３１２を構成する弾性体が感圧式導電性ゴム
からなり、その感圧部材３１２における電気抵抗の変化を利用して圧力センサ３０が加圧
検知を行う場合を例に挙げたが、本発明がこれに限定されることはない。つまり、圧力セ
ンサ３０は、圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変化するように構成
されており、その電気的特性の変化を利用して加圧検知を行うものであればよい。ここで
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いう「電気的特性」が変化する圧力センサには、上述した実施形態で説明した電気抵抗が
変化するものの他に、例えば、静電容量式の圧力センサや、圧力の大きさに応じた電圧を
発生させる圧電素子等が含まれる。
　また、感圧部材３１２を含む積層体についても、上述した実施形態では、チューブ状の
感圧部材３１２によって第１電極３１１が被覆されるように構成される場合を例に挙げた
が、本発明がこれに限定されることはなく、単に第１電極３１１と第２電極３１３との間
に感圧部材３１２が介在しているだけのものであってもよい。少なくとも第１電極３１１
と感圧部材３１２と第２電極３１３とが順に積層された積層体を備えていれば、圧力セン
サ３０が加圧検知を行うことが可能だからである。
　さらに、積層体を構成する第２電極３１３についても、必ずしも異方導電性布３１３ａ
によって形成されたものである必要はなく、第１電極３１１と交差する方向に延びるもの
であれば、例えば導電性金属線材からなる線状電極を並べて構成されたものであってもよ
い。
【０１１４】
（リング状の第１電極）
　また、上述した実施形態では、第１電極３１１が一方向（湾曲部１２の外周の周方向）
のみに延びてリング状を構成する場合を例に挙げたが、本発明がこれに限定されることは
ない。つまり、第１電極３１１は、周方向以外の方向（例えば軸方向）に沿って延びる部
分を有していても、全体としてリング状を構成するものであればよい。
　図１３は、第１電極の変形例を模式的に示す説明図である。
　図例の第１電極３１１は、湾曲部１２の軸方向に沿って延びる複数の直線部分を有する
とともに、これら複数の直線部分を繋ぎ合わせることで全体としてリング状を構成してい
る。そして、各直線部分は、感圧部材３１２によって被覆されている。このように、第１
電極３１１は、湾曲部１２の軸方向に延びる直線部分を有したものであっても、全体とし
てリング状を構成していれば、湾曲部１２での加圧検出を行うことが可能である。しかも
、第１電極３１１の直線部分が感圧部材３１２によって被覆されていれば、軸方向への検
出領域の増大が図れる。
　また、第１電極３１１が軸方向に延びる直線部分を有している場合には、その直線部分
を感圧領域３５に配置し、直線部分を繋ぎ合わせる部分を非感圧領域３６に配置すること
が考えられる。このようにすれば、第１電極３１１が直線部分を有していても、その直線
部分を繋ぎ合わせる部分をループ状部３１１ａと同様に機能させることで、非感圧領域３
６が周方向に伸縮性を有するように構成することが実現可能となる。
【０１１５】
（領域分割の方向）
　また、上述した実施形態では、感圧領域３５と非感圧領域３６への領域分割を行う場合
に、その領域分割を一方向（挿入部１０の外周の周方向）のみに沿って行う場合を例に挙
げたが、本発明がこれに限定されることはない。つまり、領域分割は、複数の方向（すな
わち二次元方向）に行ってもよい。
　図１４は、領域分割の変形例を模式的に示す説明図である。
　図例の場合、非導電性繊維の織物３１３ｂに一定間隔で導電性糸３１３ｃが配された異
方導電性布３１３ａに対して、その導電性糸３１３ｃの延在方向と略直交する方向に延び
るように一定間隔で第１電極３１１が配されている。そして、第１電極３１１と第２電極
３１３として機能する導電性糸３１３ｃとが交差する箇所では、第１電極３１１が感圧部
材３１２によって被覆されている。また、感圧部材３１２による第１電極３１１の被覆は
部分的なものであり、隣り合って配置された感圧部材３１２同士の間は第１電極３１１が
被覆されておらず、被覆されていない第１電極３１１に対して伸縮性を付与する連結形状
であるループ状部３１１ａが設けられている。
【０１１６】
　このように構成された第１電極３１１、感圧部材３１２および第２電極３１３の積層体
では、第１電極３１１と第２電極３１３とが交差する箇所が、外部からの加圧検知を行う
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こと感圧領域３５として機能し、他の箇所が非感圧領域３６として機能することなる。つ
まり、かかる積層体は、第１電極３１１の延在方向と第２電極３１３の延在方向とのそれ
ぞれについて、感圧領域３５と非感圧領域３６に領域分割されている。しかも、少なくと
も第１電極３１１の延在方向については、非感圧領域３６にループ状部３１１ａが設けら
れていることから、感圧領域３５と非感圧領域３６の各領域の並び方向に伸縮性を有して
構成されている。したがって、かかる積層体が装着される被検出箇所が変形し得る場合で
あっても、その変形に追従し得るようになり、被検出箇所の変形に起因するセンサ誤検出
等が生じるのを抑制することができる。
　なお、ここでは、第１電極３１１の延在方向についてのみ伸縮性を付与する場合を例に
挙げたが、第２電極３１３として機能する導電性糸３１３ｃについても、非感圧領域３６
において伸縮性を付与するように、ループ状、Ｖ字状、Ｕ字状、これらに準ずる結線形状
等ループ状部３１１ａのような結線形状等としてもよい。このようにすれば、二次元方向
への変形にも追従し得るようになる。
【０１１７】
（被検出箇所への装着）
　また、上述した実施形態では、内視鏡スコープ２の挿入部１０における被検出箇所とし
て、特に湾曲部１２を例に挙げている。湾曲部１２へのセンサ装着を行う場合には、湾曲
部１２が操作部２０の操作に応じて屈曲することから、上述した実施形態で説明したよう
に、被検出箇所に装着される装着部分３１を環状に形成することが好ましい。
　ただし、上述した実施形態で説明した装着部分３１は、湾曲部１２以外の箇所に装着さ
れるものであってもよい。その場合、装着部分３１は、被検出箇所が屈曲しない箇所であ
れば、必ずしも環状に形成されている必要はなく、例えば平面状に形成されていてもよい
。
　装着部分３１が平面状に形成されていれば、その装着部分３１は、平面状の被検出箇所
（例えば、内視鏡スコープ２の挿入部１０における先端部の一部分）に対して容易に装着
することができる。しかも、その装着部分３１が感圧領域３５と非感圧領域３６に領域分
割されていれば、被検出箇所が変形し得る場合であっても、その変形に追従し得るように
なり、被検出箇所の変形に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制することができる。
【０１１８】
（内視鏡スコープ以外への適用）
　また、上述した実施形態では、大腸内を撮像する内視鏡スコープ２への適用を例に挙げ
たが、被術者の体内に挿入されて用いられるものであれば適用可能であり、本発明が大腸
内視鏡検査の用途に限定されることはない。
　特に、感圧領域３５と非感圧領域３６への領域分割がされた構成の圧力センサ３０につ
いては、被術者の体内に挿入する挿入部を有したものであれば、内視鏡スコープ２以外の
手術用器具に適用することが考えられる。このような手術用器具としては、内視鏡スコー
プ２の他に、硬性鏡、鉗子等がある。さらに、手術用器具については、術者が手に持って
操作するのみならず、例えばロボット手術システムに用いられるもののように、術者が間
接的の操作するものであってもよい。
　これと同様に、制御本体部３およびモニタ部４を含む内視鏡装置１についても、内視鏡
スコープ２以外の手術用器具を備えた手術用装置であっても構わない。
【０１１９】
（６）本発明の好ましい態様
　以下に、本発明の好ましい態様について付記する。
【０１２０】
［付記１］
　本発明の一態様によれば、
　先端部と、操作部の操作に応じて屈曲する湾曲部と、軟性部とが連なるように構成され
た内視鏡スコープの挿入部に装着されて用いられる圧力センサであって、
　前記湾曲部の周囲に装着される環状部分を有して構成されるとともに、前記環状部分の
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内周が前記湾曲部の屈曲箇所に対応する大きさに形成される圧力センサが提供される。
【０１２１】
［付記２］
　好ましくは、付記１に記載の圧力センサにおいて、
　前記湾曲部の屈曲極点の周囲に装着されるとともに、前記環状部分の内周が前記屈曲極
点に対応する大きさに形成される。
【０１２２】
［付記３］
　さらに好ましくは、付記１または２に記載の圧力センサにおいて、
　前記湾曲部の周方向に沿って延びるリング状の第１電極と、
　圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変化する弾性体からなる感圧部
材と、
　前記第１電極の延在方向とは交差する方向に延びる線状の第２電極と、
　が順に積層されてなる積層体を備え、
　前記積層体が前記環状部分を構成する。
【０１２３】
［付記４］
　さらに好ましくは、付記３に記載の圧力センサにおいて、
　所定の間隔で配列された複数の導電性糸を有する異方導電性布を備え、
　前記異方導電性布における前記導電性糸が前記第２電極を構成する。
【０１２４】
［付記５］
　さらに好ましくは、付記１から４のいずれか一態様に記載の圧力センサにおいて、
　前記環状部分の内周は、前記湾曲部の屈曲箇所に対応する大きさとして、当該湾曲部の
非屈曲時の外周の大きさに対して所定の屈曲変化想定量を加味した大きさに形成される。
【０１２５】
［付記６］
　さらに好ましくは、付記５に記載の圧力センサにおいて、
　一端が前記湾曲部のセンサ装着位置よりも前記先端部の側で前記挿入部の外周に取り付
けられ、他端が前記湾曲部のセンサ装着位置にて前記環状部分の外周に取り付けられ、前
記一端から前記他端に向けて拡がるテーパ形状に形成された第１ガイド部を備える。
【０１２６】
［付記７］
　さらに好ましくは、付記５または６に記載の圧力センサにおいて、
　一端が前記湾曲部のセンサ装着位置にて前記環状部分の外周に取り付けられ、他端が前
記湾曲部のセンサ装着位置よりも前記軟性部の側で前記挿入部の外周に取り付けられ、前
記一端から前記他端に向けて窄まる逆テーパ形状に形成された第２ガイド部を備える。
【０１２７】
［付記８］
　さらに好ましくは、付記１から４のいずれか一態様に記載の圧力センサにおいて、
　前記環状部分の内周は、前記湾曲部の屈曲箇所に対応する大きさとして、当該屈曲箇所
に装着されている変形抑制部材の外周に相当する大きさに形成される。
【０１２８】
［付記９］
　さらに好ましくは、付記３に記載の圧力センサにおいて、
　前記第１電極は、前記湾曲部の軸方向に沿って延びる複数の直線部分を有するとともに
、前記複数の直線部分を繋ぎ合わせることで全体としてリング状を構成している。
【０１２９】
［付記１０］
　本発明の他の態様によれば、
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　付記１から９のいずれか一態様に記載の圧力センサが前記湾曲部の周囲に装着されてな
る内視鏡スコープが提供される。
【０１３０】
［付記１１］
　本発明のさらに他の態様によれば、
　付記１０に記載の内視鏡スコープと、
　前記内視鏡スコープに装着された前記圧力センサからの検出信号を取得して処理する制
御部と、
　前記制御部による信号処理結果を出力する信号出力部と、
　を備える内視鏡装置が提供される。
【０１３１】
［付記１２］
　本発明のさらに他の態様によれば、
　加圧を検知する圧力センサであって、
　被検出箇所に装着される装着部分を有して構成され、
　前記装着部分は、領域分割されて感圧領域と非感圧領域とを備えており、
　前記感圧領域は、加圧により電気的特性が変化する感圧部材を用いて加圧検知を行うよ
うに構成されており、
　前記非感圧領域は、当該非感圧領域を挟んで隣り合う前記感圧領域同士を連結するとと
もに、各領域の並び方向に伸縮性を有して構成されている
　圧力センサが提供される。
【０１３２】
［付記１３］
　好ましくは、付記１２に記載の圧力センサにおいて、
　前記装着部分は、環状に形成されているとともに、周方向に領域分割されて前記感圧領
域と前記非感圧領域とを備えており、
　前記非感圧領域は、周方向に伸縮性を有して構成されている。
【０１３３】
［付記１４］
　さらに好ましくは、付記１２または１３に記載の圧力センサにおいて、
　一方向に延びる第１電極と、
　圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変化する弾性体と、
　前記一方向と交差する方向に延びる第２電極と、
　が順に積層されてなる積層体を備え、
　前記弾性体が前記感圧部材を構成し、
　前記積層体が前記感圧領域を構成する。
【０１３４】
［付記１５］
　さらに好ましくは、付記１４に記載の圧力センサにおいて、
　前記第１電極は、前記感圧領域と前記非感圧領域とを通じて延びるリング状に構成され
るとともに、前記非感圧領域の部分では前記挿入部の周方向への伸縮性を付与する連結形
状に形成される。
【０１３５】
［付記１６］
　さらに好ましくは、付記１４または１５に記載の圧力センサにおいて、
　所定の間隔で配列された複数の導電性糸を有する異方導電性布を備え、
　前記異方導電性布における前記導電性糸が前記第２電極を構成する。
【０１３６】
［付記１７］
　さらに好ましくは、付記１６に記載の圧力センサにおいて、
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　前記異方導電性布は、前記第２電極を構成する前記導電性糸が前記感圧領域に対応する
位置のみに配置されたものである。
【０１３７】
［付記１８］
　さらに好ましくは、付記１５に記載の圧力センサにおいて、
　前記第１電極は、前記挿入部の軸方向に沿って延びる複数の直線部分を有するとともに
、前記複数の直線部分を繋ぎ合わせることで全体としてリング状を構成し、
　前記直線部分が前記感圧領域に配置され、
　前記直線部分を繋ぎ合わせる部分が前記非感圧領域に配置される。
【０１３８】
［付記１９］
　さらに好ましくは、付記１２に記載の圧力センサにおいて、
　前記装着部分は、平面状に形成されている。
【０１３９】
［付記２０］
　本発明のさらに他の態様によれば、
　被術者の体内に挿入する挿入部を有した手術用器具であって、
　付記１２から１９のいずれか一態様に記載の圧力センサを備えるとともに、
　前記挿入部に前記被検出箇所が配されており、当該被検出箇所に前記装着部分が装着さ
れている
　手術用器具が提供される。
【０１４０】
［付記２１］
　好ましくは、付記２０に記載の手術用器具において、
　前記手術用器具は、前記挿入部が屈曲するように構成された内視鏡スコープである。
【０１４１】
［付記２２］
　好ましくは、付記２１に記載の手術用器具において、
　前記内視鏡スコープにおける前記挿入部は、先端部と、操作部の操作に応じて屈曲する
湾曲部と、軟性部とが連なるように構成されており、
　前記圧力センサは、前記先端部、前記湾曲部、前記軟性部のいずれかの箇所、またはこ
れらの複数箇所に装着される。
【０１４２】
［付記２３］
　本発明のさらに他の態様によれば、
　付記２０から２２のいずれか一態様に記載の手術用器具と、
　前記手術用器具に装着された前記圧力センサからの検出信号を取得して処理する制御部
と、
　前記制御部による信号処理結果を出力する信号出力部と、
　を備える手術用装置が提供される。
【符号の説明】
【０１４３】
　１…内視鏡装置（手術用装置）、２…内視鏡スコープ（手術用器具）、３…制御本体部
（制御部）、４…モニタ部（信号出力部）、１０…挿入部、１１…先端部、１２…湾曲部
、１３…軟性部、１４…変形抑制部材、２０…操作部、３０…圧力センサ、３１…環状部
分（環状の装着部分）、３２…信号線、３３…第１ガイド部、３４…第２ガイド部、３５
…感圧領域、３６…非感圧領域、３１１…第１電極、３１１ａ…ループ状部、３１１ｄ…
切欠き部、３１２…感圧部材、３１３…第２電極、３１３ａ…異方導電性布、３１３ｃ…
導電性糸、３１３ｅ…切欠き部、３１３ｆ…領域、３１４…フィルム部材
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